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６
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携
し
た

公
共
交
通
の
利
用
促
進
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の
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バ
ス
停
環
境
の
整
備
推
進

目標１
市民を主体
とした生活
交通を支え
る環境づく
り

課題 1-1
バス利用低下と廃止
路線代替バス補助金
の増嵩への対応

● ● 　 　 　 　 　 　 　 　

課題 1-2
地域住民による連携・
協働の体制づくり

● 　 　 　 　 　 　 　 　 　

課題 1-3
交通弱者（高齢者、
学生、障がい者等）
の支援

　 ● 　 　 　 ● 　 　 　 　

課題 1-4
公共交通空白域への
対応

　 ● 　 　 　 ● 　 　 　 　

課題 1-5
意識啓発の推進 　 ● ● 　 　 　 　 　 　 　

課題 1-6
小中学生の安全・安
心な移動確保

　 ● 　 　 　 　 　 　 　 　

目標 2
公共交通機
関の連携に
よる移動の
円滑化

課題 2-1
鉄道での乗り継ぎ利
便性向上

　 ● 　 ● ● 　 　 　 　 　

課題 2-2
周辺地区～市中心部
各施設へのアクセス
性向上

　 ● 　 ● ● 　 　 　 　 　

目標３
地域内外の
交流による
活性化支援

課題 3-1
中心市街地活性化の
支援

　 　 　 　 　 ● 　 ● 　 　

課題 3-2
まちの変化に伴う市
民ニーズへの対応

　 　 　 　 　 ● ● 　 　 　

課題 3-3
周辺地区観光地への
アクセス性向上（観
光振興の支援）

　 　 　 　 　 　 ● 　 　 　

目標４
快適に利用
できる利用
環境の改善

課題 4-1
利用環境の不満への
対応 　 ● 　 　 　 　 　 　 ● ●

■施策体系
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施
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１　

市
民
を
主
体
と
し
た
生
活
交
通
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

　

１
‐
１　

バ
ス
利
用
低
下
と
廃
止
路
線
代
替
バ
ス
補
助
金
の
増
嵩
へ
の
対
応

　

２　
【
重
点
施
策
】　

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
生
活
の
足
の
見
直
し

○川東地区の路線見直し

　廃止代替路線の見直しと
地区の各集落までの運行を
目指し、平成 22 年に地域
で公共交通検討部会を立ち
上げ、地域でより利用され
る公共交通を目指してルー
トの検討を進めるとともに、
小学校の統合という地域課
題も含めて検討を行い、統
合小学校の開校に併せて、
平成 26 年 4 月から「川東
コミュニティバス」を運行
している。

・利用者数は増加してきて
いるものの、地域の公共
交通としての認知度は低
い。

・運行経費については、新
規に路線が追加されたこ
ともあり、運行開始前よ
りも増加している。

・川東コミュニティバス検
討部会（公共交通検討部
会から名称変更）を中心
として、利用ニーズにあ
わせた運行内容を検討し、
運行を維持継続していく。

・地域が主体となり利用促
進に向けた意識啓発を行
う。

○東中学校区 　　　　　　
　公共交通・通学支援の検討

　平成 30 年 4 月の東中学
校区の学校統合に伴い、平
成 27 年 8 月に地域の代表
や学校関係者等から構成す
る東中学校区公共交通・通
学支援検討委員会を立ち上
げ、通学支援と併せて、地
域住民の移動手段を確保す
るための地域公共交通のあ
り方について検討を行って
いる。

・路線バスの運行状況や地
域性を勘案し、経費試算
も含めて見直しの方向性
について検討している。

・地域の方から利用される
持続可能な公共交通体系
を構築するため、地域が
中心となった積極的な参
画が求められている。

・近隣地域における公共交
通との運賃格差が課題と
なっている。

・地域から利用される公共
交通とするため、地域と
の連携体制を一層強固な
ものとし、平成 30 年 4
月以降も継続して地域と
ともに公共交通の検証・
見直しを行う。

・運賃格差について、他地
区の見直しの状況も見据
えて、全市的に検討を行
う。

○廃止路線代替バス補助金

　生活バス路線維持事業と
して、民間事業者の赤字バ
ス路線に運行補助を行って
いる。

・バス利用者数は減少して
きているが、補助金の額
は増加してきている。

・ 生 活 交 通 手 段 の 維 持 を
図っていくとともに、事
業者には効果的、効率的
な運行を求めていく。

・路線バスの利用者の減少
に伴い廃止代替路線の維
持が困難な地域について
は、地域の状況に応じて
順次見直しを行っていく。

■連携計画に位置付けられた事業の取組状況及び今後の方向性
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１　

市
民
を
主
体
と
し
た
生
活
交
通
を
支
え
る
環
境
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１
‐
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地
域
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に
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る
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【
重
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地
域
住
民
に
よ
る
連
携
・
協
働
の
検
討
体
制
の
構
築

○菅谷・加治地区
　バス利用者の減少に伴い
廃止代替路線の維持が困難
となっていた中、平成 17
年に地元自治会を中心とし
たコミュニティバス検討委
員会を立ち上げ、地域で知
恵と力を出し合い、限られ
た予算を有効に活用して小・
中学校児童・生徒の通学支
援や保育園バスも含めた新
しいバス交通のあり方につ
いて検討を行った。検討の
結果、地域で NPO を立ち
上 げ、 平 成 18 年 10 月 か
ら「新発田市コミュニティ
バス」を運行している。Ｎ
ＰＯ法人七葉において、利
用状況や地域の方からの意
見を基にルート・ダイヤの
検討及び協議を行っている。

・地域で立ち上げたＮＰＯ
法 人 七 葉 で バ ス 運 行 を
行っており、バス運行を
地域で支えていくための
体制が整備されている。

・ＮＰＯ法人七葉による利
用促進事業の取組により
地域住民のバス利用促進
が図られている。

・バス停周辺の環境整備、
待合所の設置は自治会で
行っている。

・運行ルート・ダイヤの見
直しは、ＮＰＯ法人七葉
と市が連携して行ってい
る。

・ＮＰＯ法人七葉を中心と
して、利用ニーズにあわ
せた運行内容を検討し、
運行を維持継続していく。

・利用促進に向けた更なる
意識啓発を行う。

・地域ぐるみで停留所の環
境整備を継続的に行い、
待合所等整備の更なる推
進を行う。

○川東地区
　廃止代替路線の見直しと
地区の各集落までの運行を
目指し、平成 22 年に地域
で公共交通検討部会を立ち
上げ、地域でより利用され
る公共交通を目指してルー
トの検討を進めるとともに、
小学校の統合という地域課
題も含めて検討を行い、統
合小学校の開校に併せて、
平成 26 年 4 月から「川東
コミュニティバス」を運行
している。川東コミュニティ
バス検討部会において、利
用状況や地域の方からの意
見を基にルート・ダイヤの
検討及び協議を行っている。

・バス停周辺の環境整備、
待合所の設置は自治会で
行っている。

・運行ルート・ダイヤの見
直しは、川東コミュニティ
バス検討部会と市が連携
して行っている。

・地域との協働により乗り
方教室を実施している。

・自治会では、高校生の自
主通学を進めるため、中
学校を卒業する生徒に対
して利用パンフレットを
配付している。

・地域住民に川東コミュニ
ティバス検討部会の活動
の周知を図るとともに、
バス運行を地域で支える
意識を醸成していく取組
が必要となっている。

・川東コミュニティバス検
討部会を中心として、運
行内容を見直し、運行を
維持していく。

・川東コミュニティバス検
討部会たより（広報紙）
を作成するなど利用促進
に向けた意識啓発を行う。

・地域ぐるみで停留所の環
境整備を継続的に行い、
待合所等整備の更なる推
進を行う。

○五十公野〜赤谷、松浦地区
　平成 27 年 8 月に東中学
校区公共交通・通学支援検
討委員会を立ち上げ、通学
支援と併せて、地域住民の
移動手段を確保するための
地域公共交通のあり方につ
いて検討を行っている。

・地域の方から利用される
持続可能な公共交通体系
を構築するため、地域が
中心となった積極的な参
画が求められている。

・地域から利用される公共
交通とするため、地域と
の連携体制を一層強固な
ものとし、平成 30 年 4
月以降も継続して地域と
ともに公共交通の検証・
見直しを行う。

○豊浦地区 ・学校統合検討委員会が立
ち上がっており、通学支
援も含め検討を進めてい
る。今後、学校統合の検
討状況を踏まえて公共交
通の見直し検討を進めて
いく必要がある。

・通学支援にあわせて公共
交通の検討を進める。

○紫雲寺地区
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○市内高校へのアクセス
　コミュニティバスでは、
高校生の自主通学を推進す
るため、登校時間帯におけ
る学校への直行便の運行、
登下校時間に合わせたダイ
ヤ設定を行っている。

・通学にコミュニティバス
を利用する高校生が増加
している。

・家族の送迎負担の軽減が
図られている。

・今後のコミュニティバス
運行や各地域における公
共交通の見直しにおいて、
高校生が自主通学できる
よう運行内容の検討を行
う。

○生活施設へのアクセス
　コミュニティバスでは、
通院・買物といった日常生
活の移動手段の確保のため、
医療施設、商業施設、公共
施設等への移動ニーズに対
応できるようルート設定や
ダイヤ設定を行っている。

・あやめバスにより市中心
部内の各施設へのアクセ
スが確保されている。

・新発田市コミュニティバ
ス、川東コミュニティバ
スはあやめバス路線への
乗り入れやダイヤ調整を
行っている。

・今後のコミュニティバス
運行や各地域における公
共交通の見直しにおいて、
生活施設へのアクセスが
図れるよう運行内容の検
討を行う。

○高齢者運転免許証返納支
　援事業の実施
　新発田市に住所を有する
65 歳以上の方が運転免許証
を自主返納または更新しな
いで失効した場合、5,000
円相当のバス券、お買物券、
タクシー券の支援を行って
いる。

・運転に不安を感じる高齢
者の免許返納のきっかけ
となり、運転免許証を自
主返納した高齢者が増加
した。

・現在、高齢者の交通安全
教室、広報しばた、市の
ホームページにより制度
の周知を図っているが、
引き続き周知に努めてい
く。

○福祉有償運送運営協議会
　の運営
　NPO 法人等が要介護者や
身体障害者等の会員に対し
て、営利とは認められない
範囲の対価で、ドア・ツー・
ドアの個別輸送を行う福祉
有償運送について、地域住
民の生活に必要な輸送を確
保するため必要であること
を地域の関係者で協議する
場を設け運営している。

・平成28年10月末現在で、
7 団体が福祉有償運送を
実施している。

・平成 28 年度に新規で 2
団体が登録され、活性化
が進んでいる。

・今後も福祉有償運送事業
の活性化のため取組を進
めていく。

○障がいのある方の社会参
　加の促進
　障がいのある方の社会参
加の促進及び福祉の増進を
図るため、福祉タクシー利
用券を年間 24 枚又はリフ
ト付タクシー利用券を必要
数交付している。

・福祉タクシーを、平成 27
年度において 1,083 名に
利用券を交付した。

・リフト付タクシーを、平
成 27 年度において 520
名に利用券を交付した。

・今後も障がいのある方の
社会参加を促進する取組
を進めていく。
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○周辺地区の見直し
《菅谷・加治地区》
　地域で NPO を立ち上げ、
平成 18 年 10 月から「新発
田市コミュニティバス」を
運行している。

・菅谷・加治地区、川東地
区の両地区において、コ
ミュニティバスの新規運
行により交通空白域が大
幅に減少している。

・現在も菅谷・加治地区で
は地域で立ち上げた NPO
を、川東地区ではコミュ
ニティバス検討部会を中
心として運行内容等の見
直しを行い、利便性向上
を図るとともに、乗り方
教室の開催や利用ガイド
の配布をして利用促進を
図っている。

・運行開始から年々利用者
が増えており、特に高校
生の通学の足として利用
されている。

・利用者数は増加している
が、収支率は依然として
低い状態にあり、地域の
公共交通を維持していく
ためには、更なる利用促
進が必要である。

・コミュニティバスの運行
を維持するため、地域主
体による利用促進を図る。

・地域、行政、交通事業者
が協力、連携し、持続可
能な地域公共交通体系を
構築する。

《川東地区》
　統合小学校の開校に併せ
て、平成 26 年 4 月から「川
東コミュニティバス」を運
行している。道路状況や需
要等地域の実情に合わせて、
小型低床バス１台（市街地
循環への乗り入れ）、マイク
ロバス（車イス対応）を導
入した。

《五十公野～赤谷、松浦地区》
　平成 30 年 4 月の東中学
校区の学校統合に向け、東
中学校区公共交通・通学支
援検討委員会において、通
学支援と併せて、地域住民
の移動手段を確保するため
の地域公共交通のあり方に
ついて検討を行っている。

・路線バスの運行状況や地
域性を勘案し、経費試算
も含めて見直しの方向性
について検討したが、事
業者等との調整に時間が
かかり、地域との検討が
思うように進んでいない。

・高齢化の進行によってこ
れまで地域で取り組んで
きたボランティア輸送の
継続が困難となっており、
代替策の検討を進めてい
る。

・地域の方から利用される
持続可能な公共交通体系
を構築するため、地域が
中心となった積極的な参
画が求められている。

・地域から利用される公共
交通とするため、地域と
の連携体制を一層強固な
ものとし、平成 30 年 4
月以降も継続して地域と
ともに公共交通の検証・
見直しを行う。
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１　

市
民
を
主
体
と
し
た
生
活
交
通
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

　

１
‐
４ 

公
共
交
通
空
白
域
へ
の
対
応

　

２　
【
重
点
施
策
】　

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
生
活
の
足
の
見
直
し
（
再
掲
）

《見直し未着手の地区》 ・見直し未着手の地区（加
治川、紫雲寺、豊浦、佐々
木地区）では、依然とし
て交通空白域が多く存在
し、地域住民からの要望
も多い。

・利用者の減少等に伴い事
業者による路線バスの維
持が困難な状況になって
きており、これまで学校
統合に併せて公共交通の
見直しを進めてきたが、
路線バスの廃止の方向も
視野に、市内全域で公共
交 通 の 見 直 し が 急 務 と
なっている。

・路線バスが運行されてい
る地区でも、集落が点在
しているために定路線型
のネットワーク整備では
交通空白域の解消が進み
づらい地域がある。

・路線バスの多くは、乗降
ステップの段差が大きく
な っ て お り、 誰 で も 安
心して公共交通で移動で
きる車両の導入が必要と
なっている。

・交通空白域の解消に向け、
路線バスの再編見直しの
方向も含めて、未着手地
区における公共交通の見
直しを進める。

・ バ ス に よ る 定 路 線 型 の
ネットワーク整備では交
通空白域の解消が進みづ
らい地域では、デマンド
型交通などの導入検討を
進める。

・地域、行政、交通事業者
が協力、連携し、持続可
能な地域公共交通体系を
構築する。

・今後のコミュニティバス
導入においては、利用状
況や道路状況に応じた車
両の選定を行い、乗降し
やすいバリアフリー対応
の車両導入を検討してい
く。

・学校統合による通学支援
に併せて公共交通の見直
しを行う。

○広域連携、定住自立圏構
　想の推進
　平成 27 年度から新発田
市・胎内市・聖籠町定住自
立圏の公共交通部会におい
て、隣接地域の各地域の生
活圏に応じた移動手段の確
保と利便性の向上を図るた
め、連携事業の取組の方向
に つ い て 検 討 を 進 め て い
る。連携市町との隣接地区
では交通空白域が存在して
いるエリアもあり、空白域
の解消も視野に入れて圏域
での連携の方向を検討して
いる。

・連携市町にまたがるエリ
アには事業者路線が運行
されているが、利用者の
減少等により厳しい経営
が続いている。バス路線
が廃止となれば交通空白
域の拡大が懸念されるた
め、代替策の検討が必要
となっている。

・連携市町と交通事業者が
協力、連携し、路線バス
の再編見直しの方向も含
めた圏域の公共交通の見
直しを図ることで交通空
白域の拡大を防いでいく。
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標
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１　

市
民
を
主
体
と
し
た
生
活
交
通
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

　

１
‐
４ 

公
共
交
通
空
白
域
へ
の
対
応

　

６　
【
重
点
施
策
】

　
　
　

市
街
地
循
環
バ
ス
の
本
格
運
行
の
検
討

○あやめバスのルートの見
　直し
　市街地循環バス（あやめ
バス）は、平成 18 年に実
証運行を開始し、平成 21
年度に一部ルートの見直し

（緑町、住吉町方面）を行っ
た。平成 24 年度には本格
運行を開始したが、その際
にルートの見直し（大栄町、
御幸町方面）を行い、その後、
平成 26 年にもルートの見
直し（大手町方面）を行っ
ている。

・３度のルート見直しによ
り、市中心部の交通空白
域が減少した。

・駅東地区（豊町、東新町
方面）、富塚町・新栄町方
面に交通空白域が存在し
ている｡

・現在のルートが定着しつ
つあること、どの停留所
においても一定の利用が
あること等から、今後の
ルート見直しにおいては、
複雑化や所要時間の増大
による利便性の低下に留
意し、検討を進める必要
がある。

・駅東地区、新栄町、富塚
町方面への対応を検討す
る。

・ルート見直しにおいては、
既存のあやめバス路線の
ルート変更（拡充）のほか、
新規路線の運行も含めた
検討を行う。

　

１
‐
５ 

意
識
啓
発
の
推
進

　

３　

路
線
沿
線
に
お
け
る
意
識
啓
発
の
推
進

○路線沿線におけるバス利
　用促進事業の実施
・利用促進事業としてあや

めバス、新発田市コミュ
ニティバス、川東コミュ
ニティバス路線沿線住民
に時刻表を配布している。

・商店街のイベント「サマー
フェスティバル」で車両
展示を行い、コミュニティ
バスのＰＲを行っている。

・まちづくりフェスタでコ
ミュニティバスを紹介す
るパネル展示を行うとと
もに、新発田駅に隣接す
る駅東地下通路にあやめ
バス路線図を掲示し、バ
ス 利 用 へ の 意 識 啓 発 を
行っている。

・あやめバスの利用者が減
少してきている。

・あやめバスについての周
知が不足している可能性
がある。

・利用しやすい時間帯に運
行されていない可能性が
ある。

・普段バスに乗らない方に
とっては、バスの乗り方
やバスがいつ来るか分か
らないなどの不安があり
バスに乗る抵抗感がある。

・広報しばたやタウン誌を
活用し、バスのＰＲを行
う。

・バスの位置や時刻を確認
できる「バスどこ？」を
活用し、情報を発信して
いく。

・公共交通の利用に関する
情報を日頃使い慣れてい
ない方にとってもわかり
やすい形で提供し、乗り
方やバス路線をまとめた
バスマップの作成や、情
報をわかりやすく伝える。

○ノーマイカーデーの実施
　や環境基本計画に基づく
　取組
　年度当初に、全庁、市内
小・中学校及び市立幼稚園・
保育園に取組を呼びかける
ほか、庁内については統一
実施日の間際に再度呼びか
けを行い、意識啓発を行っ
ている。

・ノーマイカーデーの取組
を呼びかけているが、勤
務体系や地域の交通事情
の問題で、実施率が低い
状況である。

【実施率（Ｈ 27 年度実績）】
　4 ｋｍ未満　40％
　4 ｋｍ以上　15％

・ 引 き 続 き ノ ー マ イ カ ー
デーの取組を継続し、温
室効果ガスの削減に対す
る職員の意識醸成を図る
とともに、積極的な呼び
かけ等を通じて、ノーマ
イカーデーの実施率向上
を目指す。

　

１
‐
６　

小
中
学
生
の
安
全
・

　
　
　
　
　

安
心
な
移
動
確
保

　

２　
【
重
点
施
策
】 

地
域
の
創
意
工
夫
に

　
　
　

よ
る
生
活
の
足
の
見
直
し（
再
掲
）

○学校統合に併せた公共交
　通の見直しの推進

《川東地区》
　平成 26 年 4 月の統合小
学校開校に向け、公共交通
検討部会（現／川東コミュ
ニティバス検討部会）にお
いて、公共交通の見直しに
併せた通学バスの運行につ
いて検討し、平成 26 年 4
月から「川東コミュニティ
バス」を運行している。

・川東コミュニティバス検
討部会には、PTA をはじ
め 学校関係者が参画して
おり、保護者や学校側の
意見を取り入れながら運
行内容等の見直し検討を
行っている。

・学校の登下校に応じたダ
イヤ見直し、児童・生徒
の居住地区に応じた運行
内容の見直しが必要であ
る。

・通学支援の基準見直しが
求められている。

・川東地区については、今
後も地域が中心となって
運行内容等を見直し、継
続運行をしていく。

・学校、行政、交通事業者
が連携を密にし、安全か
つ確実な運行に努めてい
く。

・適切な通学支援が実施で
きるよう検討を進める。



60

は
じ
め
に   

　

新
発
田
市
の
現
状
整
理

新
発
田
市
地
域
公
共
交
通

総
合
連
携
計
画
の
評
価

新
発
田
市
の
地
域
公
共

交
通
に
係
る
課
題

基
本
的
な
方
針

公
共
交
通
の
整
備
方
針

目
標
及
び
施
策

１

２

３

４

５

６

７

施策体系 事業の取組状況及び今後の方向性

目
標

課
題

施
策 主な取組 現状・課題 取組の方向性

　

１　

市
民
を
主
体
と
し
た
生
活
交
通
を
支
え
る
環
境
づ
く
り

　

１
‐
６　

小
中
学
生
の
安
全
・
安
心
な
移
動
確
保

　

２　
【
重
点
施
策
】 

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
生
活
の
足
の
見
直
し（
再
掲
）

《五十公野〜赤谷、松浦地区》
　平成 30 年 4 月の東中学
校区の学校統合に向け、東
中学校区公共交通・通学支
援検討委員会において、公
共交通の見直しに併せて、
通学バスの運行について検
討を行っている。

・検討委員会にそれぞれの
地区ごとの部会を立ち上
げ、検討を行っている。

・適切な通学支援が実施で
きるよう検討を進める。

○路線バスを活用した通学
　支援
　米倉小学校、東中学校の
遠距離通学者に路線バスの
定 期 券 に よ る 通 学 支 援 を
行っている。また、紫雲寺
中学校の遠距離通学者で冬
期間路線バス定期券による
通学支援を行っている。

・バスの運行ダイヤが登下
校の時間等に合っていな
いことや、集落からバス
停が離れているなど路線
バスを利用しにくい地区
がある。

・路線バス事業者、当該地
域住民と連携し、より利
用しやすい運行ダイヤ、
運行コースについて検討
を行う。

　

２　

公
共
交
通
機
関
の
連
携
に
よ
る
移
動
の
円
滑
化

　

２
‐
１　

鉄
道
で
の
乗
り
継
ぎ
利
便
性
向
上

　

４　

新
発
田
駅
周
辺
整
備
計
画
の
推
進

○新発田駅周辺整備計画に
　基づく取組
　 新 発 田 駅 構 内 エ レ ベ ー
ター設置、駅東地下通路の
補修、駅東交通広場の再整
備を行った。

・新発田駅及び新発田駅周
辺のバリアフリー化が図
られた。

・新発田駅東西の一体化及
び送迎車の駐車スペース
やバス・タクシーの乗降
スペース確保により駅東
交通広場の利便性が向上
した。

・公共交通システムとの連
携等で賑わいのあるまち
づくりを進める方策の検
討が必要となっている。

　

５　

パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
の
推
進

○まちづくり交通計画に基
　づく取組
　パークアンドライド等を
効果的に進めるため、駅ま
での移動を改善する都市内
道路網の整備を推進した。

・交通結節点である新発田
駅等へ接続するため、幹
線道路である（都）島潟
荒町線、（都）西新発田
五十公野線、（都）五十公
野公園荒町線の整備によ
りアクセス向上を図った。

※（都）…都市計画道路

・パークアンドライドの市
民ニーズや民間支援等も
含めた検討の必要がある。

○駅前駐輪場に係る取組
　市内各駅に駐輪場を整備
し、駅利用者の利便性向上
を図っている。

・通勤通学のための利用者
が大半である。

・市外からの利用者が約半
数いる。

・高校３年間使用後、その
まま放置自転車として駐
輪場に置かれる自転車が
毎年一定数ある。

･ 定期的な放置自転車撤去
と施設管理に努め、利用
しやすい駐輪場を維持す
る。
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２　

公
共
交
通
機
関
の
連
携
に
よ
る
移
動
の
円
滑
化

　

２
‐
１　

鉄
道
で
の
乗
り
継
ぎ
利
便
性
向
上

　

５　

パ
ー
ク
ア
ン
ド
ラ
イ
ド
の
推
進

○ JR との連携、羽越本線
　高速化等の推進
　鉄道での乗継ぎ利便性の
向上のため、例年鉄道整備
促進協議会を通じてＪＲへ
の要望を行っている。
　また、羽越本線高速化の
推進に向けて、周辺市町村
と連携し、羽越本線高速化
同盟会等を通じて、例年要
望活動を行うとともにシン
ポジウムなどを開催し、羽
越本線高速化の必要性や地
域の活性化策などの共有化
を図り、沿線地域の機運を
醸成している。

・ＪＲへの改善要望につい
ては、未だ実現されてい
ないものがある。

・新潟駅において「新幹線
－在来線の同一ホーム乗
換え」が事業化されたが、
新発田管内の複線化など、
他の沿線駅における高速
化に関する取組の実施に
は至っていない。

・ＪＲへの改善要望につい
ては、今後も継続して行っ
ていく。

・羽越本線の高速化の促進
だけでなく、これから羽
越新幹線の整備計画策定
を要望していく中で、新
発田を拠点とした沿線地
域の交通ネットワークの
構築に向けて、積極的に
働きかけを行っていく。

　

２
‐
２　

周
辺
地
区
～
市
中
心
部
各
施
設
へ
の
ア
ク
セ
ス
性
向
上

　

２　
【
重
点
施
策
】 

地
域
の
創
意
工
夫
に
よ
る
生
活
の
足
の

　
　
　

見
直
し（
再
掲
）

○あやめバス路線への乗り
入れ・接続

　周辺地区から市中心部の
各施設へのアクセス性を向
上させるため、新発田市コ
ミュニティバス、川東コミュ
ニティバスともに、運行当
初から市街地循環バス路線
に一部乗り入れを行ってい
る。

・新発田市コミュニティバ
ス及び川東コミュニティ
バスは市街地循環バス路
線への乗り入れのほか、
市街地循環路線との接続
に考慮したダイヤ調整を
行っている。

・新発田市コミュニティバ
ス及び川東コミュニティ
バスの今後の運行やその
他の地域における公共交
通の見直しにおいては、
中心市街地における生活
施設へのアクセスが図れ
るよう運行内容の検討を
行う。

　

３　

地
域
内
外
の
交
流
に
よ
る
活
性
化
支
援

　

３
‐
１　

中
心
市
街
地
活
性
化
の
支
援

　

８　

商
店
街
・
商
業
施
設
と
連
携
し
た
公
共
交
通
の

　
　
　

利
用
促
進
活
動
の
展
開

○商店街・商業施設と連携
　した公共交通の利用促進
　活動の展開
・イオン新発田店に市街地

循環バスの運行状況が分
かる街角情報端末を設置
し、利便性向上と利用促
進を図っている。

・あやめバス路線沿線の商
業施設や医療施設等の協
力により、時刻表を設置
している。

・商店街のイベント「サマー
フェスティバル」で車両
展示を行っている。

・近年、あやめバスの利用
者数が減少してきており、
商店街や商業施設と連携
した買い物客とバス利用
者の増加を図る取組の検
討が必要となっている。

・バス停付近の商店の協力
により、バス利用者のた
めにベンチが設置されて
いる。

・商店街、商業施設、医療
施設等と連携し、公共交
通の利用促進と買い物客
増加につながる多様な取
組を検討していく。
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新
発
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新
発
田
市
地
域
公
共
交
通
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連
携
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新
発
田
市
の
地
域
公
共

交
通
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係
る
課
題

基
本
的
な
方
針

公
共
交
通
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整
備
方
針

目
標
及
び
施
策

１

２

３

４

５

６

７

施策体系 事業の取組状況及び今後の方向性

目
標

課
題

施
策 主な取組 現状・課題 取組の方向性

　

３　

地
域
内
外
の
交
流
に
よ
る
活
性
化
支
援　

　

３
‐
２　

ま
ち
の
変
化
に
伴
う
市
民
ニ
ー
ズ
へ
の
対
応

　

６　
【
重
点
施
策
】 

市
街
地
循
環
バ
ス
の
本
格
運
行
の
検
討（
再
掲
）

○あやめバスのルートの見
　直し
　市街地循環バス（あやめ
バス）は、平成 18 年に実
証運行を開始し、平成 21
年度に一部ルートの見直し

（緑町、住吉町方面）を行っ
た。平成 24 年度には本格
運行を開始したが、その際
にルートの見直し（大栄町、
御幸町方面）を行い、その後、
平成 26 年にもルートの見
直し（大手町方面）を行っ
ている。

・県立新発田病院をはじめ
とする市中心部内の医療
施設、イオンモール新発
田やコモタウン、ウオロ
クなど利用の多い商業施
設など、市中心部内のニー
ズの高い施設へのアクセ
スを確保している。

・富塚町、新栄町周辺など、
あやめバスの沿線から離
れた地域で商業施設の開
発が進んでおり、移動ニー
ズの変化や分散が生じて
いる。

・現在のルートが定着しつ
つあること、どの停留所
においても一定の利用が
あること等から、今後の
ルート見直しにおいては、
複雑化や所要時間の増大
による利便性の低下に留
意し、検討を進める必要
がある。

・今後も市中心部内の主要
な施設へのアクセス確保
の観点からあやめバスの
運行を継続していく。

・新栄町、富塚町方面への
移動ニーズについては、
既存のあやめバス路線の
ルート変更（拡充）のほか、
新規路線による対応を検
討する。

　

７　

路
線
バ
ス
に
よ
る
魅
力
ス
ポ
ッ
ト
へ
の
運
行

○バス路線見直しによる対応
　平成 30 年 4 月の東中学
校区の学校統合に向け、東
中学校区公共交通・通学支
援検討委員会において、新
発田駅東側の移動ニーズへ
の対応も含めた公共交通の
見直し検討を行っている。

・現在のバス路線の停留所
は移動ニーズの高い五十
公野公園から遠い位置に
あり、利用者ニーズに対
応した公共交通の見直し
が求められている。

・東中学校区公共交通・通
学支援検討委員会におい
て、引き続き公共交通の
見直し検討を進める。



63

は
じ
め
に   

　

新
発
田
市
の
現
状
整
理

新
発
田
市
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連
携
計
画
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田
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な
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備
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針

目
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１

２

３

４

５

６

７

施策体系 事業の取組状況及び今後の方向性

目
標

課
題

施
策 主な取組 現状・課題 取組の方向性

　

３　

地
域
内
外
の
交
流
に
よ
る
活
性
化
支
援　

　

３
‐
３　

周
辺
地
区
観
光
地
へ
の
ア
ク
セ
ス
性
向
上
（
観
光
振
興
の
支
援
）

　

７　

路
線
バ
ス
に
よ
る
魅
力
ス
ポ
ッ
ト
へ
の
運
行

○観光施設へのアクセス性
　向上
・市街地中心部における観

光施設へのアクセスを確
保するため、あやめバス
を運行している。

・月岡温泉をはじめとした
周辺地区における観光施
設 へ の ア ク セ ス を 確 保
するため、事業者路線バ
スの運行維持とコミュニ
ティバスを運行している。

・あやめバスは市街地中心
部の観光施設へのアクセ
スを確保しているものの、
観光施設周辺での乗降者
数は少ない状況にある。

・観光客の移動ニーズは多
様化している。

・月岡温泉最寄り停留所で
の乗降者数は少ない状況
にある。また、月岡温泉
へ向かうバス路線は土日
運休しており、観光客の
移動ニーズに十分対応で
きていない。

・観光客の移動ニーズを的
確に把握し、ニーズに応
じた移動手段の確保を検
討していく。

○公共交通と連携した観光
　振興の観点からの取組
　「稼げる観光地づくり」に
向け、月岡温泉宿泊者数の
増加はもとより、宿泊者を
温泉施設から市街地へ回遊
させるために必要不可欠な
二次交通の確保策として新
発田市観光協会へ「しばた
んバス」の運行を委託して
いる。

・月岡温泉への送迎も含め
た「しばたんバス」市内
周遊プラン（午前・午後）
を実施している。

・新潟空港から旅館まで旅
館バスによる送迎を行っ
ている。

・月岡温泉宿泊誘客のため
の新潟駅等市外も含めた
送迎付き旅行ツアーを企
画している。

・インバウンド誘客に向け、
新潟空港から市街地及び
月岡温泉までのアクセス
確保策の構築を行う。

・市内観光施設を結ぶ周遊
ルートを策定する。

・阿賀北圏域で連携した広
域観光周遊ルートの策定
を行う。
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１

２

３

４

５

６

７

施策体系 事業の取組状況及び今後の方向性

目
標

課
題

施
策 主な取組 現状・課題 取組の方向性

　

４　

快
適
に
利
用
で
き
る
利
用
環
境
の
改
善

　

４
‐
１　

利
用
環
境
の
不
満
へ
の
対
応

　

９　
【
重
点
施
策
】　

分
か
り
や
す
い
公
共
交
通
情
報
の
提
供

○運行状況システム「バス
　どこ？」などによる情報
　発信
　あやめバス路線のバス位
置 情 報 を リ ア ル タ イ ム で
ホームページに掲載するこ
とで、バス利用者の不安感
の解消や利便性向上を図っ
ている。

・「バスどこ？」システムに
は毎年 15,000 件前後の
アクセス数がある。

・天候の悪い時期に利用が
増加している。

・専用の情報端末をイオン
モール新発田、市総合健
康福祉センターに設置し
ているほか、イクネスし
ばたとヨリネスしばたの
館内デジタルサイネージ
モニターでの放映を行い、
携帯やスマートフォンを
持たない利用者に対する
環境整備を行っている。

・バス利用に対する不安感
や利便性向上を図るため、
よりわかりやすい情報発
信が求められている。

・「バスどこ？」システムの
対象路線として周辺地区
を運行するコミュニティ
バス路線への拡大を検討
する。

・ホームページの活用によ
り、情報の充実に努める。

・電車やバスの発車時間や
運行時間、発車場所など
を分かりやすく正確にお
知らせするため、案内表
示の整備や構造の見直し、
音声案内などの導入を検
討する。

　

10　

バ
ス
停
環
境
の
整
備
推
進

○バス待合所等設置事業補
　助金制度によるバス利用
　環境の整備
　自治会又は複数の自治会
がバス待合所とバス利用者
のための自転車置き場を整
備する場合、対象経費の 2
分の１の額（上限 25 万円）
を補助する「バス待合所等
設置事業補助金制度」によ
りバス利用環境の整備を推
進している。

【これまでの実績】
平成 25 年度  1 か所 1 地区
平成 26 年度  5 か所 3 地区
平成 27 年度  5 か所 4 地区
平成 28 年度  4 か所 4 地区

・バス利用者の利便性向上
のため、引き続き自治会
が行うバス待合所の設置、
増改築、改修又は修繕に
係る対象経費の一部を補
助していく。

・補助制度をＰＲしていく
ことで、待合所等の整備
を推進していく。


